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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

著作はないが、全国の自治体広報でSDGs 特集記事の寄稿、監修を行う
大牟田市教育委員会：SDGsカレンダー監修　(2021年、2022年)
宮城県栗原市市報：巻頭特集インタビュー　(2021年3月)
山梨県上野原市市報：新春号市長対談　(2022年1月)

東京都調布市の事例を基にした官民協働・共創事業とSDGs推進

公設民営施設の開設準備協議会に最年少参画。市民寄付の助成金「えんがわファンド」開設や、市内企業と住民で寄
付文化を醸成する「ちょうふチャリティーウォーク」、市民活動と生涯学習の情報連携等を実装。NPO法人設立運営講座
や広報講座の講師を歴任。
また、調布市観光協会の事務局として広報を担当し、都内最大規模の花火大会、大河ドラマ「新選組！」まちおこし実
行委員会の事務局も兼任。2010年の連続テレビ小説「ゲゲゲの女房」を機に、市内の若年者就労支援として、若者が
運営する観光案内所運営を受託し、現在も継続中。
SDGsの活動を本格化してからは市内で定期的にSDGs市民講座を継続し、調布市民のSDGs啓蒙と協働を進めた結
果、官民産学による自発的なSDGsを軸とした街づくりが進んでいる。この事例を基に、宮城県石巻市をはじめ全国でカー
ドゲームなどを活用した研修や官民共創・地域活性化の伴走支援を行っている。

1997年：亜細亜大学経営学部経営学科　卒業　(大学2年時に阪神淡路大震災の学生ボランティアとして活動)
1999年：東京都調布市でNPO法人を設立、青少年健全育成、地域情報化、若年者就労支援の活動を開始
2004年：調布市：市民活動支援センター開設準備協議会委員、調布市地域情報化基本計画推進委員会委員
2005年：調布市社会福祉協議会：第３次地域福祉活動計画起草委員
2009年：調布市：第３回調布市男女共同参画の推進に関する検討会検討委員
2009～15年：調布市社会福祉協議会：調布市市民活動支援センター　運営委員
2011年：調布から！復興支援プロジェクト　代表
2016年：調布市：調布市環境基本計画策定委員
2021年：一般社団法人　サステナブルコミュニティ共創機構　代表理事
2021年：調布市「参加と協働のまちづくりアドバイザー」に就任
【表彰】2012年　第 61 回東京都社会福祉大会　東京都社会福祉協議会会長感謝状
【資格】各種SDGsカードゲーム公認ファシリテーター(2030SDGs、SDGs de 地方創生、SDGs Get the Point)
コミュニケーショントレーニングネットワーク®認定　パラダイムシフトコミュニケーション®トレーナー
コミュニケーション・グラフィッカー(TM)主席講師



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

20年、地域での活動においてテーマにしてきた「誰一人取り残さない」が、SDGsのメインメッセージになったこと
で、全国からご依頼を受けています。何かを捨てたり、犠牲にするのではなく、「弱さがあっても怖さにならない地
域」が持続可能なまちづくりにつながると考えています。皆様とご一緒できることを楽しみにしています。

●観光分野
市内の若者が運営する観光案内所は開所3か月で来場者3万人を達成。12年たった現在も継続中。観光
×復興で2021年11月に調布市観光協会と石巻観光協会が市民主導で友好観光協会締結。
●SDGsに関する取り組み
SDGs達成を官民共創で行い、講座は年間約150回の登壇、1万名以上に実施。国会議員との勉強会でも
地域分野の発言担当。SDGs×復興として石巻圏DMOの教育旅行プログラム監修も担当。

住民と行政との、「たがいに依存しない」パートナーシップの構築をいつも心がけています。互いの目指すゴールの
共有、ギャップを埋める方法を探究する共創、そして誰もが自由な発想で互いに認め合いながら行動する関係
性づくりが特徴です。その過程では、コミュニケーションの不全から起きる様々な問題をクリアしていくことに苦労し
ましたが、乗り切る術が全国でも活用されています。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス infomail〔アットマーク〕osc3.jp

法人公式サイト https://osc3.jp/

○ 住民参加 ○ その他

○ その他

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

○ 自治体間連携 ○ 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

○ その他 ○ その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

○ 子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

○ その他 その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

○ その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

○ 避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 ○ その他

○ 地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

○ その他 ○ その他

地域交通 ○ 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 ○ その他

○ その他

6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化
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